
















































































































































































































































































































































































































直轄市級 38．0 54．5 121
区・県級 31．3 45．5 101
浙江省
省級 37．6 15．8   83
地・市級 33．2 36．3 190
区・県級 35．4 47．9 251
黒龍江省
省級 33．9 46．4   77
地・市級 19．1 34．3   57
区・県級 15．1 19．3   32


































































































































































































































































































全人代代表・政協委員 12．7   6．2   2．9
地方人代代表・政協委員 31．7 24．1 31．4
2．行政ルート
中央政府職員   2．4   1．6   0．0
中央政府・部局級幹部 12．7   5．6   2．9
中央政府・処級幹部 11．9   7．5   4．9
地方政府職員 42．9 38．2 47．1
業務主管単位の指導者 75．4 80．4 78．4
3．マス・メディアルート
全国紙記者 24．6 16．0 18．6
全国ラジオ・テレビ局記者 15．9   5．9   6．9
地方紙記者 38．1 44．1 48．0
地方ラジオ・テレビ局記者 36．5 32．7 45．1
4．その他
民主諸党派・社会の名士 16．7 17．3 25．5
定年した幹部・幹部の親戚 18．3 11．4 20．6
指導者の側近 10．3   7．8   9．8
有効回答数 126 306 102
（注）1）網掛け部分は上位 3位の割合を示していることである。
（注）2）図表中の数値は有効回答総数のうち、「ある」と回答したサンプルの比率である。


















































































































































党委員会 63．6（18．9）3．65/1．307   66 64．8（19．3）3．65/1．157 156 71．8（16．8）3．95/1．450 39
行政機関 78．7（53．2）3．97/1．032 150 70．7（44．5）3．84/0．976 330 84．8（50．6）4．19/0．853 99
人民代表大会 59．4（15．8）3．62/1．197   58 42．9（13．2）3．24/1．081 161 59．6（16．9）3．60/1．280 47
政治協商会議 42．0（  9．5）3．22/1．148   50 20．0（  5．0）2．61/1．045 130 35．8（  6．0）2．86/1．470 28
裁判所 40．4（  8．6）3．04/1．160   47 19．6（  4．4）2．43/1．199 117 57．1（  9．6）3．36/1．615 28































































































































24．0（11．3）2．61/1．169 104 18．3（7．6）2．55/1．041 219 23．0（6．6）2．77/1．096 48
政府が主催する
座談会への参加
18．6（11．3）2．62/0．995 134 14．0（7．6）2．59/0．935 286 15．3（6．6）2．61/1．001 72
調査報告書・政
策建議書の提出
18．9（10．4）2．66/1．019 122 13．0（7．3）2．60/0．885 292 15．1（7．8）2．71/0．866 86
手紙・メール等
の働きかけ
10．3（  3．2）1．85/1．096   68   7．8（2．3）1．92/1．013 153 13．0（1．8）1．91/1．125 23
会員による電話・
メール等の働きかけ
  7．1（  1．8）1．50/0．894   56   3．3（0．6）1．49/0．770 130   8．0（1．2）1．68/1．108 25
発言力を持つ人
との接触




  2．0（  0．5）1．29/0．610   51   4．0（1．0）1．35/0．776 124   9．1（1．2）1．59/1．221 22
陳情   2．0（  0．5）1．18/0．523   50   2．4（0．6）1．27/0．728 122   0．0（0．0）1．00/0．000 19
請願・座り込み   2．0（  0．5）1．18/0．523   50   0．8（0．2）1．08/0．443 119   0．0（0．0）1．00/0．000 19
集会の開催   2．0（  0．5）1．20/0．535   50   0．8（0．4）1．12/0．524 119   0．0（0．0）1．00/0．000 19
マス・メディア
への情報提供
  8．5（  2．3）1．81/1．074   59   9．5（2．7）2．00/1．043 148   9．7（1．8）2．10/1．274 31
記者会見   3．8（  0．9）1．42/0．819   53   1．6（0．4）1．31/0．703 123   0．0（0．0）1．41/0．734 22
意見広告   7．1（  1．8）1．54/0．894   56   5．6（1．3）1．52/0．892 126   0．0（0．0）1．64/0．907 25
他団体との連合   3．5（  0．9）1．60/0．904   57   2．4（0．6）1．44/0．777 125   4．2（0．6）1．62/0．875 24




（出所）「中国社会団体調査（2001 － 2004 年）」に基づき、筆者作成。
















































































































全人代代表・政協委員 0．300* 中央政府職員 0．215** 地方職員 0．397*
地方人代代表・政協委員 0．302* 民主諸党派・社会名士 0．248** 地方政府との間接接触（私的人脈を通じて）（4）
中央政府職員 0．358** ロビイング活動（3） 業務主管単位の指導者 0．257*
地方職員 0．341** 法的手段による解決 0．215** 地方政府との直接接触（5）
民主諸党派・社会名士 0．343** 座談会の参加 0．202** 科級（係長級） 0．298**
















　　　　 2、「ふつう」が 3、「比較的少ない」が 4、「全くない」が 5。
（注）4）政府との間接接触（私的人脈を通じて）の頻度のリコードは以下となる：「しばしば連
　　　　絡する」が 1、「連絡をとる」が 2、「連絡しない」が 3。
（注）5）政府との直接接触の頻度のリコードは以下となる：「頻繁に接触する」が 1、「接触があ
　　　　る」が 2、「接触なし」が 3。
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